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昭和３年（９６年前）の埼玉県の「茶」
の番付表を見ると、上尾・桶川・北本・
鴻巣は、生産地として横綱級に番付られ
ています。写真は、営農型太陽光発電
で、太陽光パネルの下で茶の木が栽培さ
れています。たずさわる専門家の方に伺
うと、栽培４年目で、玉露などに使われ
る高級茶の生産が期待されると伺いまし
た。今後は、地元の休耕地を利用して、
高級茶の生産地としての復権も期待でき
ます。 

農業分野における国の研究機関を訪れま
した。農業従事者は、毎年減少していま
す。写真は、梨や桃など果樹栽培の新し
い方法です。Y 字型に剪定された桃の木
が、２メートル間隔で植えられていま
す。この「省力樹形」による方法です
と、立ったままで収穫や剪定作業がで
き、農作業の省力化につながるだけでな
く、収穫量及び農業所得の向上が見込ま
れています。 

新型感染症で乳製品の需要が落ち込み、
また、ロシアのウクライナへの侵攻で飼
料価格が大幅に高騰するなど、酪農農家
の経営が圧迫されています。地元の酪農
農家を訪れ、窮状を伺い、国会で取り上
げました。(２０２３年２月) 

さいたま市にある農業・食品産業技術総
合研究機構を訪れ、無人農業用トラクタ
ーと無人田植機の走行実験を見学させて
頂きました。衛星からの電波を受信し
て、無人で熟練者よりも早く正確に走行
できます。 

地元にはサラリーマンから就農された方
がいらっしゃいます。お話を伺う機会が
ありました。ハローワークで農業大学校
の職業訓練コースが目に止まり、就農を
決めたそうです。新たな栽培方法を試み
るなど創意工夫して取り組んでいらっし
ゃいました。 

地元を移動していると、休耕地や休耕田
が増えていると実感します。畑をトラク
ターでうなっている方に伺うと、点在し
て一町歩（３０００坪）の畑があり、周
りに迷惑が掛からないように、ただうな
っていると聞きました。高齢化や後継者
不在による農地の荒廃化、農地を相続し
た場合の負担など、国として早急な対策
が必要です。 

積雪災害の際に、地元のハウス栽培農家
をくまなく取材して国会で取り上げ、救
済に取り組みました。トマト、きゅう
り、ぶどう、梨、花など多くの農家が、
ハウスを建て直し、無事、生産に取り組
んでいます。毎年の収穫状況について
も、訪問してヒアリングしています。 

同級生の果樹園で、プラムを収穫しまし
た。取り立ての完熟プラムの糖度は高
く、現地でしか味わえません。毎年購入
される方への直売と桜国屋（農協の直売
所）で、販売されると伺いました。 

私の地元事務所のフラワーポットは、３
６５日、一年を通して花が咲いていま
す。スタッフが水やりをしていると、通
りかかりの方から声がかかります。 
 
 

裏へつづく 

農家を守り、農業を強くする 

(裏面を参照) 

 



 私が考える休耕地・休耕田対策 
地元を移動していると、休耕地や休耕田が増え

ていると実感します。畑をトラクターでうなっ

ている方に伺うと、点在して一町歩（３０００

坪）の畑があり、周りに迷惑が掛からないよう

に、ただうなっていると聞きました。 

田植えの準備をしているご夫婦に声を掛けたところ、会社を退職後に農業に従事している

が、自分たちで最後だろう、と話していました。農地中間管理機構に一旦農地を預けてか

ら、ご自身の農地を中間管理機構から借りて耕作していると伺いました。耕作を止めれば、

中間管理機構が次の耕作者を探すことになりますが、中間管理機構の対象外の地域について

は、自分たちで対策を講じなければなりません。米麦については、圃場の集約が進んでいる

地域では概ね集約は完了しており、今後は集約に適さない圃場に対する対策が必要です。 

後継者が不在ですと、再生利用が困難な荒廃農地へ 

一定の要件を満たす森林、すなわちその土地本

来の樹種を中心に混植・密植して、本来あるべ

き自然の森（鎮守の森をイメージした潜在自然

植生）を創生することで、森林の CO2 吸収量を

測定し、その CO2 吸収量を民間企業に売却する

ことで、創生にかかる費用や維持費を賄うこと

を提案します。農地から林地にすることで、管

理コストが掛からなくなるか低減されます。 

再生利用が可能な荒廃農地 再生利用が困難な荒廃農地 

CO2吸収量を民間企業に売却・農地から林地へ 


